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1　問題の所在
　近年世界各国において，資産の再評価問題をめぐり様々な議論が展開されている。
　日本においては第2次大戦後の激しいイソフレーショソに対処するため，1950年4月に公布・施
行された「資産再評価法」を皮切りに，全5回にわたって資産の再評価が実施された1）。しかしなが
ら，わが国におけるこのような資産再評価は1973年3月に廃止2）され，最近ではこの点について議論
されることは希である。
　1970年代に入ってからは，イギリス等の欧米先進諸国において資産再評価にかかわる問題は盛ん
に議論され，イギリスにおいてその成果は1980年3月SSAP16号「カレント・コスト会計」（Cur－
rent　Cost　Accounting）として公表されるに至ったのであるが，その後物価が安定する等の理由によ
りSSAP16号は1985年に非強制となり3），さらに1988年にはついに撤回されることとなったのであ
る4）。
　ところがその一方，韓国等において資産再評価は第二次大戦以降継続して行われ続け，現在でもな
お一般に認められた会計原則に従う処理として定着している。
　それではなぜ資産再評価をめぐって，このような相違が生じるのであるうか。
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　韓国における企業会計制度は，戦後日本の会計制度をほとんどそのまま直接継受し，その後アメリ
カやIAS等の会計理論を部分的に継受することによって現在に至っている。そして現在採用されて
いる「資産再評価法」も，かつて日本において適用されていた「資産再評価法」をモデルにしている。
すなわち，日本においては既に廃止され風化されてしまった「資産再評価法」が，その姿を変え韓国
においてなお生き続けているのである。したがって，韓国において現在行われている資産再評価を分
析・検討することは，資産再評価にかかわる諸問題を検討する上で非常に有意義であると思われる。
　本論文ではこのような見解のもとに，韓国における資産再評価の分析を試みるものとする。なお，
韓国における資産再評価を分析するに当たって，まずあらかじめ韓国における会計制度の概要につい
て若干の説明を加えた後，具体的分析・検討を行うものとする。
皿　韓国における会計制度の概要
　韓国における会計関連法規としては，主として，「企業会計基準」，「商法」，「証券取引法」，「株式
会社の外部監査に関する法律」，「法人税法」があげられる。そして韓国における企業会計法制は，「企
業会計基準という統一された会計基準を前提に，商法，証券取引法，株式会社の外部監査に関する法
律，法人税法など，それぞれの法令の目的および方法に従って，各法領域に企業会計基準の内容を選
別して受け入れるという体制がとられている」5）。例えば商法においては，第29条第2項に「商業帳
簿の作成に関してこの法に規定されたものを除いては，一般的に公正・妥当な会計慣行にしたがうべ
し」という，いわゆる包括規定が設けられているが，この規定は，企業会計に対する商法の規制は最
小限にとどめ，「商法」の規制を「企業会計基準」に全面的に一任しようとする趣旨から設定された
ものである6）。「証券取引法」第47条，「株式会社の外部監査に関する法律」第13条第1項，「法人税
法」第26条第2項においても，財務諸表の作成に関する会計処理にあたっては，「企業会計基準」7）を
適用すべき旨の規定が設けられている。
　韓国において「企業会計基準」を中心とするこのような企業会計法制がとられているのは，以下の
二つの理由によるものと思われる。
　第一の理由は，一連の会計諸規定の制定過程を通じて「企業会計基準」が，すべての企業の会計に
統一的に適用される包括的な実定法として存在するようになったということがあげられる。
　韓国では，まず，1958年に企業会計の処理及び報告に関する基本的な指導原理として「企業会計
原則」が，そして財務諸表の用語・標準様式及び作成法を具体的に規定したものとして「財務諸表規
則」がそれぞれ制定・公表された。前者は政府の財務部（日本の大蔵省にあたる）内の中間報告とし
て，また，後者は財務部告示として制定・施行された。これらは戦後日本において最初に制定され
た，「企業会計原則」及び「財務諸表規則」とその形式・内容ともに極めて類似している8）。
　1970年代に入り，韓国経済の高度成長とともに証券市場も活況を呈し，上場企業もその数を増し
てきたことから，公認会計士による会計監査の必要性が社会的に広く認識されるようになった9）。こ
のような経済的・社会的要請により，「証券取引法」に基づいて上場企業に限り適用される会計基準
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として，1974年には会計処理及び報告の基準である「上場法人等の会計処理に関する規程」が，そ
して1975年には財務諸表の用語・標準様式・作成方法を規定した「上場法人等の財務諸表に関する
規則」が，それぞれ大統領令，財務部令として公布された。一方1976年にはこれとは別に，上に述
べた「企業会計原則」，「財務諸表規則」がそれぞれ改正され，上場企業を除く一般企業に適用される
こととなった。ここに韓国においては，上場企業に対して適用される「上場法人等の会計処理に関す
る規程」及び「上場法人等の財務諸表に関する規則」と，一般企業に対して適用される「企業会計原
則」及び「財務諸表規則」という二つの異なる会計基準が存在することとなるのである10）。
　その後の1980年，企業の体質強化対策として，「株式会社の外部監査に関する法律」が制定・公布
され，上場企業はもちろんのこと一定規模11）以上の企業はすべて外部監査人の監査を受けることと
なった。そこで，上場企業及びこの法に基づき新たに監査対象となる企業の両者に適用できる，新た
な会計基準が必要とされ，前述した二つの異なる会計基準は一つに統合され，1981年「企業会計基
準」が制定されたのである。そもそもこの「企業会計基準」は，外部監査対象企業に適用されるもの
として制定されたものではあるが，「外部監査対象会社以外の企業の会計処理にこれを適用する」（第
133条）という規定を設けることにより，事実上韓国におけるすべての企業が，この基準によって会
計処理を行うこととなるのである12）。
　このような一連の制定経緯により，「企業会計基準」は上場・非上場企業，「株式会社の外部監査に
関する法律」適用会社，一般企業を問わず，すべての企業の会計処理に適用される基準として存在す
ることとなったのである。
　韓国において「企業会計基準」が会計処理の統一的な基準として適用されるもう一つの理由として，
「商法」の計算規定が実質的に機能していなかったということがあげられる。
　韓国の「商法」は1962年に制定されたのであるが，その後20有余年間，本来企業会計法の中心的
地位を占めるべき「商法」の計算規定は，有名無実な存在として無視され続けていたのである。
　そこで1984年に韓国「商法」は大幅に改正されたのであるが，この改正「商法」は財務諸表の作
成要領及び記載方法に関して何ら具体的規定を設けることなしに，会計処理方法において最も問題を
包括していると判断された資産評価方法，繰延資産に関する規定，利益準備金及び資本準備金に関す
る規定を設けるにとどまった。したがって，その他の事項に関しては，「商法」上のいわゆる包括規
定を根拠として，「企業会計基準」に従い処理せざるをえない仕組みとなっているのである13）。故
に，韓国において日本のいわゆる「商法計算書類規則」（「株式会社の貸借対照表，損益計算書，営業
報告書及び附属明細書に関する規則」）に相当するものは存在しない。
　以上のような理由から，事実上韓国においては「企業会計基準」が，「商法」，「証券取引法」，「株
式会社の外部監査に関する法律」等の会計処理に関して統一的に適用されているのである。
　韓国における資産再評価制度は，戦後日本において制定された「資産再評価法」と同様「商法」及
び「税法」に対する特別法としての地位を有する，韓国「資産再評価法」によって具現化されるが，
韓国における中心的会計基準とされる「企業会計基準」にも，その第92条の2において特例として
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「資産再評価法」による資産再評価制度は認められており14），この「企業会計基準」において資産の
再評価が認められる限り，それは「商法」においても，「証券取引法」においても公正な会計処理と
して認められることとなるのである。
　以下，韓国資産再評価制度について具体的に見ていくこととする。
皿　韓国における資産再評価
　韓国においては第二次大戦以降激しいイソフレーションに見舞われた結果，これに対処すべく，
1958年に「資産再評価法」が，そして1962年には「資産再評価特別措置法」がそれぞれ制定・公布
された15）。これらはいずれも，急激なインフレーションにともなう実質資本の蚕食または架空利益
の排除を目的とした一時的な措置であった16）。その後1965年に「資産再評価法」は新たに公布され，
この「資産再評価法」の施行以降資産再評価は恒久的な施行を見ることとなり，1984年の改正まで
に7次にわたり改正が行われている。そして，前章において述べたようにこの「資産再評価法」は
「企業会計基準」においても受入られ，韓国においても資産再評価は，一般に認められた会計処理と
して容認されている。
　本論では紙面の都合上，韓国において過去に行われていた資産再評価については説明を省くここと
とし，現行の資産再評価について具体的に説明することとする。
　1．　再評価の目的
　「資産再評価法」によれば，「この法は，法人または個人の事業用資産を現実に適合するように再評
価することによって，適正な減価償却を可能にし，企業資本の正確を期することにより，経営の合理
化を図ることを目的とする」（第1条）と述べられている。
　李海東・李成柱教授によると，「これは，貨幣価値の下落による事業用固定資産の帳簿価額を現実
化することによって資産状態を正常化し，また減価償却を現実化することによって架空利益の計上を
防止することにその目的がある」17）とされており，ここには，資産価額及び減価償却費の正常化とい
う実態開示目的と，企業の資本維持および資本構成の是正目的という二つの目的が存在するものと解
される。しかしながら，ここで「事業用固定資産」とは土地を除く有形固定資産および無形固定資産
に限定されており（「資産再評価法施行令」第1条，「法人税法施行令」第54条），これらはいずれも
償却資産であることから，実質的には戦後日本において施行された「資産再評価法」と同様，産業育
成上の理由から，資本維持および資本構成の是正を目的としたものと思われる。
　2．　再評価の対象
　「資産再評価法」によれば，「事業を経営する老は，再評価日現在その企業に所属する事業用資産で
国内に所在する資産に対しては，本法の定めるところにより再評価をすることができる」（第5条）
とされており，具体的には製造業，建設業，卸売・小売業，金融業，保険業，不動産業，サービス業
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等の事業を経営する企業の事業用資産中，建物，車両，備品，構築物，特許権，商標権，意匠権等の
償却資産をその対象としている。ただし，売買を目的として所有する資産，抵当権実行により取得し
た資産，および財貨用役の供給対価として譲受した資産中末だ事業用として使用されていない資産
は，その適用範囲から除外される（「資産再評価法施行令」第1条）。
　そしていったん資産再評価を行ったならば，その再評価を行った日を基準として卸売物価指数が
25％以上上昇した場合に限り，再び再評価を行うことができるとしている。ただし，企業が合併を
行う場合にはこの限りではない（「資産再評価法」第38条）。
　また，「資産再評価法施行令」の最終改正が行われた1983年12月29日以前に取得した資産のうち，
改正以前の「資産再評価施行令」に基づき再評価が行われた土地と株式については，1984年以降一
次に限り再評価を行うことができるとされている（「資産再評価法施行令」附則4）。これは，改正以
前の再評価資産に対する経過措置として許容されたものである。
　3．再評価額
　「再評価額」とは，「法人または個人の資産を再評価することにより評価額が増額された場合の，増
額後の評価額」（「資産再評価法」第2条第3項）をいい，再評価日現在の時価がこれに該当する。
ここで「再評価日」とは，法人の場合は事業年度開始日，個人の場合は毎年1月1日，そして企業
が合併を行う場合は毎月1日とされており（「資産再評価法」第4条第1項），ここで採用される「時
価」とは，株式会社韓国鑑定院ないしは銀行法の規定による金融機関により作成された時価鑑定書に
おける時価を意味している（「資産再評価法施行令令」第3条）。
　4．再評価積立金の設定
　資産再評価を行う企業は，資産の再評価額から再評価日1日前の評価額を控除した残額，すなわ
ち「再評価差額」から，再評価日1日前の貸借対照表における繰越欠損金を控除した残額を，「再評
価積立金」として積立てなければならない（「資産再評価法」第8条第1項及び第28条第1項）。こ
の「再評価積立金」は，再評価税の納付，資本への組入れおよび再評価日以後の欠損の填補等18）を
除いては，処分することができないものとされている。なお，「商法」19），「企業会計基準」（「企業会
計基準」第56条）両者ともにこの「再評価積立金」に資本としての性格を認めている。
　5．再評価税の納付
　再評価を行う企業は，上記「再評価差額」から，繰越欠損金を控除した金額を課税標準として，こ
れに3％の税率を乗じた再評価税を納付しなければならない（「資産再評価法」第9条，第12条およ
び第13条）。
　なお，再評価税を賦課する理由は，
　（1）資産を譲渡する場合に，取得原価と譲渡価格との差額に対して課される譲渡所得税と，再評価
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額と譲渡価格との差額に対して課される譲渡所得税との課税の公平を図るため，
　（2）イソフレーション時には，貨幣債権者が実質的には損失を被るのに反して，事業用資産の所有
者だけが優遇される，そのような不公平を除去もしくは緩和するため，
　（3）再評価額の不当な過大計上を防止するため，とされている20）。
　6．再評価積立金の資本組入
　再評価積立金は，その金額から再評価税納付額，再評価日以降に発生した貸借対照表上の繰越欠損
金等を控除した金額を資本金に組入れることができるとされている（「資産再評価法」第30条第1
項）。この場合，株主別に交付される株式に1株未満の端数株が生じた場合には，この端数金額は再
評価日以降終了する会計年度の利益（雑収入）または未処分利益剰余金とすることができる（「資産
再評価法」第28条第2項）。なおこの金額は，法人税法による課税所得の計算上益金の額には算入さ
れない（「法人税法」第15条第1項第10号）。
　7．資産再評価に対する注記
　資産を当該会計年度に再評価した場合には，再評価基準日，再評価決定日21），再評価資産科目別
帳簿価額，再評価額，再評価差額および再評価差額の処理内容を財務諸表に注記しなければならな
い。また，当該会計年度前に再評価を行った場合には，最終再評価年月日および再評価差額を注記す
る（「企業会計基準」第92条の2第2項）。
8．会計処理の具体例
韓国における資産再評価の会計処理を，仕訳例をもって以下の｛例1｝に示すこととする22）。
　｛例1｝
①帳簿価額23，000，000ウォン，減価償却累計額8，000，000ウォン，経過耐用年数12年，残存耐用年数
8年という建物を，当該事業年度開始日に再評価する。韓国鑑定院の時価鑑定書によると，この建物
は29，000，000ウォンと評価された。なおこの建物は，今回が最初の再評価である。
　（借）建物減価償却累計額　　8，000，000　　　（貸）建　　　　　　　物　　8，000，000
　　　建物14，000，000再評価差額14，000，000
②貸借対照日上の繰越欠損金は3，000，000ウォンである。これを控除した後の金額を，再評価積立金
として積立てる。
　（借）再評価差額14，000，000（貸）繰越欠損金3，000，000
　　再評価積立金11，000，000
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③再評価税＊を納付する。
　（借）再評価積立金　330，000
　＊再評価税＝11，000，000×3％＝330，000
（貸）現　金　預　金　330，000
④再評価積立金を資本金に組入れる。
　（借）再評価積立金10，000，000（貸）資
?
金10，000，000
⑤1株未満の端数株を未処分利益剰余金として計上する。
　（借）再評価積立金　670，000　（貸）未処分利益剰余金　670，000
　9．資産再評価が必要とされる理由
　物価の騰貴や資産に対する需要の急激な増大により資産価値の実質的な増大が明らかに認められる
場合には，原価主義会計に固執するよりはむしろ資産を現在の価値で評価することによって，その現
象を明確にすることが企業の経営上不可欠とされる。すなわち，いったん物価が騰貴すれば資産の価
額は不当に安価なものとなり，減価償却費の計上が不充分になるとともに製品への賦課額も実質的に
は小さくなるので，このような回収額をもっては資産の代替は不可能であるとともに名目上の利益が
計上される結果となる23）。したがってこのような場合に，企業の資本維持および名目利益の排除を
目的として資産再評価が必要とされている。
　以上本章においては「資産再評価法」を中心として，韓国における現行の資産再評価について具体
的な説明を行った。上記の各項目からも明らかなように，そこには，会計理論上多くの問題点が内包
されている。次章においては，韓国における資産再評価の問題点について検討する。
N　資産再評価の問題点
　1．資本維持と実態開示
　既に述べたように韓国において資産再評価が容認されるのは，物価変動による，企業資本の蚕食ま
たは架空利益の排除を目的とするものであった。このような資産再評価は，土地や株式を除く減価償
却資産に限り適用され，再評価額に基づく減価償却費の損金算入（「法人税法施行令」第59条），再
評価積立金の配当制限（「商法」第462条）等を通じて具現化される。したがって，このような資産
再評価が実質的に意義をもつのは物価変動時であるといえる。
　それでは，現在韓国における物価変動の状況が実際にどのようになっているかを，既に，資産再評
価が廃止されている日本，および会社法上代替的会計規則（Altemative　accounting　mles）としてカ
レント・コスト（Current　cost）による資産の再評価が認められている24）イギリスと比較しながら，
以下の｛表1｝に示すこととする。
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｛表1｝　日・英・韓物価変動の状況比較
日　　　　本 韓　　　　国 イ　ギ　リ　ス国名及び@　指数N 消費者物価指数 卸売物価指数 消費老物価指数 卸売物価指数 消費者物価指数 卸売物価指数
1985 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
1986 100．6 95．3 102．8 98．5 103．4 104．3
1987 100．7 92．3 105．9 99．0 107．7 108．3
1988 101．4 91．9 113．4 101．7 113．0 113．2
1989 103．7 93．6 119．9 103．2 121．8 119．0
1990 107．0 95．0 130．2 107．5 133．3 126．0
（注）上掲｛表1｝は，日本銀行調査統計局編『経済統計月報』No，505（1989．4）～No．537（1991．12）をもと
　　に，筆者が作成したものである。なお，1985＝100．0とする。
　上記の｛表1｝からも明らかなように，物価変動の影響が最も小さいのは日本である。今日日本に
おいて，土地や株式に関する時価情報の開示が盛んに議論される一方で，戦後採用されていた「資産
再評価法」に代表されるような減価償却資産に関する再評価があまり議論されなくなった原因は，こ
のような物価の安定に帰するところが大であろう。
　次に韓国とイギリスをみると，イギリスのほうが韓国よりも消費者物価指数，卸売物価指数ともに
毎年上昇している。したがって，イギリスのほうが物価変動の影響が強いと言える。にもかかわら
ず，イギリス会社法において代替的会計規則として認められている資産の再評価は，韓国におけるそ
れとは異なり，資本維持を目的としていない。
　資産を再評価した場合，再評価額に基づいて減価償却費を計上すると，取得原価に基づく減価償却
費との差額分だけ利益は小さくなる。そこで1985年イギリス会社法は，分配可能利益を減少させな
いように，分配可能利益の計算上その差額分は実現利益と見なすという規定を設けている25）。この
ような会計処理によると，資本維持という効果は生み出されない。したがって，それは「効果として
の資本維持」を目的としているのではなく，資産および費用の「実態開示」を目的としているものと
思われる。イギリス会社法がこのような「実態開示」を目的としていることは，カレソト・コストに
よる資産の再評価が償却資産に限定されず，土地や株式を含むすべての資産に対して適用されること
からも明らかにされよう26）。
　それではなぜ今日物価変動の影響が韓国よりも強いイギリスにおいて「実態開示」が目的とされる
のに対して，韓国においては「資本維持」が目的とされるのであろうか。．
　その原因は，韓国においては政府部門が企業会計に対する絶体的な影響力をもっていて，国民経済
発展のための会計が指向されている27）という点に求められるであろう。したがってそのような会計
のもとでは，何よりも重要視されるべきは企業資本の育成であり，企業資本維持確保のために「資産
再評価法」が制定され，資産の再評価が行われるのである28）。このような会計制度は，経済目標に
もっとも貢献するように会計ルールが決定されることから，それは必ずしも中立的ではなくなる。し
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かしながら，今日の企業会計は企業の経済実態を中立的に写し出すことがその目的であり，資産の再
評価はそれが生み出す経済的効果ないしは影響からは独立して存在するべきである。
　けだし，韓国における資産再評価制度には，多くの改善余地が残されているものと思われる。
　2．比較可能性
　「特定企業に関する情報は，もしもその情報を他企業に関する同種の情報および当該企業の他の期
間または他の時点における同一の情報と比較することができるならば，非常に：有用性が高まることに
なる」29）。
　したがって比較可能性は，他企業との企業間比較および同一企業の期間比較によって会計情報の有
用性を確保するために要請される，情報の基本的資質であると理解される。
　韓国における資産再評価は，以下の諸理由により，このような会計情報の比較可能性を低減もしく
は侵害するものと思われる。
　「資産再評価法」によれば，「事業を経営するものは，再評価日現在その企業に所属する事業用資産
で国内に所在する資産に対しては，本法の定めるところにより再評価をすることができる」（皿．2．
再評価の対象参照）とされており，資産の再評価は企業の任意とされている。したがって，そこには
経営者の経営政策上の判断が必然的に介入することとなる。すなわち経営者は，資産再評価によって
受け入られるプラスの側面と，それによってもたらされるマイナスの側面とを考慮して，資産の再評
価を決定するのである。再評価によるプラスの側面としては，減価償却費の増加による法人税の軽
減，社債の発行限度額の増大，自己資本構成比率の改善，1株当りの純資産額の増大等があげられ
る30）。またマイナス側面としは，再評価税の納付，再評価積立金の資本組入後における配当の負担，
再評価額に基づく減価償却費の計上による利益の圧迫等があげられよう。
　このような経営者の判断に基づく資産再評価の任意性は，資産の再評価を実施した企業と再評価を
実施せざる企業との間の，企業間比較を損なうこととなる。
　また「資産再評価法」は，再評価日を基準として卸売物価指数が25％以上上昇したとできなけれ
ば，再び再評価を行うことはできないという制限規定を設けている（皿．2．再評価の対象参照。しか
しながら，前節において示した｛表1｝にも明らかなように，毎会計期間卸売物価指数が25％以上
上昇するとは限らない。したがって，一部の資産の評価においては，期間ごとに異なる評価方法が適
用され，それは同一企業における期間比較をも困難ならしめるのである。
　さらに「資産再評価法」によると資産の再評価は，「再評価日現在企業が所有するすべての資産を
対象とするのではなく，法令の規定による条件を満たした資産の項目中，一部だけを選択してその対
象とすることができる」31）とされており，このように再評価を個別的な一部の資産に限って行う場合
には，企業間比較，期間比較の両者ともに不可能となる。
　以上のような理由により韓国における資産再評価制度は，比較可能性という点からは是認しえない
ものであるといえよう。
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　3．　会計処理上の問題点
　（1）再評価積立金の取扱い
　第皿章において具体的に示したとおり，韓国において資産の再評価を行った場合には，資産の再評
価額から再評価日1日前の評価額を控除した再評価差額から，再評価日1日前の貸借対照表におけ
る繰越欠損金および再評価税等を控除した金額が，「再評価積立金」として積み立てられた。そして
この「再評価積立金」は，「商法」上も「企業会計基準」上も資本の性格を有するものとして認めら
れていると指摘した。しかしながらこのような「再評価積立金」が資本として認められるには，いさ
さか疑問の余地が残されているものと思われる。
　IAS16号「有形固定資産の会計」（Accountig　for　Property，　Plant　and　Equipment）によると，「有
形固定資産の再評価により発生した正味帳簿価額の増加額は，通常，（省略）再評価剰余金の科目を
付して，株主持分に直接貸記しなければならない」とされており32），資本として認識される金額は，
再評価額と正味帳簿価額との差額，すなわち「再評価差額」を意味しているものと思われる。
　しかしながら，韓国において資本として認識される金額は，「再評価差額」から繰越欠損金および
再評価税等を控除した残額である。それゆえ，本来資本として積立てられるべき「再評価差額」から，
繰越欠損金および再評価税という異質の取引により発生した項目が相殺されることとなるのである。
このような会計処理が，無条件に容認されるのは税法の影響によるものと思われるが33），だからと
いって，それは会計理論上は剰余金区分の原則（「企業会計基準」第11条第1項）や総額主義の原則
（「企業会計基準」第11条第1項）に反し，容認されるべきものではないものと思われる。
　（2）端数株の処理
　韓国「資産再評価法」によると，再評価積立金の資本金組入れに際して株主別に株式を交付した場
合に1株未満の端数株が生じた場合には，この端数金額は利益として処理することがてきるとされ
ていた（皿．6．再評価積立金の資本組入および8．会計処理の具体例参照）。しかしながら既に述べた
ように，「企業会計基準」においても，そして「商法」においても資本としての性格が認められてい
る「再評価積立金」の一部を，資本金への組入れに際して利益に戻入れるいう処理には疑問がある。
　例えば戦後日本の資産再評価制度では，「再評価積立金」の資本金組入れを促進するために「企業
資本充実のための資産再評価等の特別措置法」（1954年制定，以下「資本充実法」という）が施行さ
れていたが，1960年3月31日を含む事業年度から1962年3月31日を含む事業年度の直前事業年度ま
での各事業年度において実施された「資本充実法」によると，1株未満の端数株については，その端
数の合計数に相当する株式を企業が適正な価額で売却し，売却して得た金銭を端株主に分配するとい
う方式がとられていた34）。もちろんこのような会計処理に問題がないわけではないが35），維持すべ
き資本の額が減少しないという点からは，いったん資本として認識したものを利益に戻入れる韓国の
場合よりも理論的一貫性を確認することができる。
　韓国においては「企業会計基準」，「商法」ともに維持拘束すべき資本に該当するものとして，資本
金，資本準備金及び再評価積立金をあげている。ここで資本準備金には，株式払込剰余金，減資差
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益，合併差益の他に，会計上のいわゆる「その他の資本剰余金」にあたる国庫補助金，工事負担金，
保険差益，債務免除益等が含まれる（「企業会計基準」第57条，「商法」第459条）。すなわち，韓国
においてはそれが株主からの出資額であるか否かにかかわらず，企業サイドからみて維持すべきもの
が資本として把握されるのである。したがって当然「再評価積立金」も維持拘束すべき資本として認
められるのであるが，このような資本としての性格を有する「再評価積立金」の一部を利益に振替え
るという会計処理には，理論上問題があるものと思われる。
V　結 語
　以上本論においては，資産再評価が一般に認められた会計処理として認められる「企業会計基準」
を中心とした韓国企業会計制度の概要について説明し，韓国における具体的な資産再評価の方法及び
会計処理について解説するとともに，そのいくつかの問題点について指摘した。
　本論において指摘した，韓国資産再評価の問題点を要約すれば以下のとおりである。
　まず第一に，韓国においては資産再評価が適正な資産価額及び減価償却費の開示というよりむし
ろ，産業育成上の理由から企業資本充実のために行われているということである。
　本来企業会計は企業の経済実態を中立的に写し出すことがその目的であり，企業の資本維持という
効果を期待した経済的政策が介入すべきではない。資産再評価を行うとすれば，償却資産のみなら
ず，土地や株式等も含めた実態開示を目的とする資産の再評価が行われるべきである。
　次に，資産再評価の任意規定，制限規定及び一部選択適用可能性によって，会計情報の比較可能性
が損なわれるということである。
　韓国においても再評価の任意規定等が容認されるのは，再評価額に基づく減価償却費の計上によっ
て利益が極端に圧迫される恐れのある中小企業に対する救済措置であると考えられるが，それにして
もこのように選択の幅の広い資産再評価の許容は，情報の比較可能性を著しく困難ならしめる恐れが
あるものと思われる。
　最後に会計処理上の問題点があるが，再評価積立金の取扱及び端数株の処理の両者ともに，「企業
会計基準」においても，そして「商法」において資本として認識されるべきものの中から，異質の項
目を控除したり，利益として振替えるという会計処理は，理論上是認しえないものといいうるであろ
う。
　以上のような本論における問題点指摘の完全性は非常に乏しく，資産再評価を行うにあたって究極
の問題とされる，資本維持と分配可能利益との関係にっいて明らかにすることはできなかった。これ
に関しては，別稿における筆者の検討課題にしたいと思う。
　しかしながら，本論において指摘した，資本維持と実態開示，比較可能性，そして会計処理上の問
題点に限って検討してみた場合でも，韓国における資産再評価制度が情報の有用性にもたらす悪影響
について理解することは容易であろう。
　だからといって，筆者は韓国における資産再評価制度を全面的に否定するのではない。
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情報の有用性を維持しながらも本来の目的を達成できるような，そのような新しい資産再評価制度
を侯ってやまないのである。
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額30億ウォン以上を有する株式会社が外部監査対象企業とされていた。なお，現在では資産総額40億ウォ
ソ以上を有する株式会社とされている（「株式会社の外部監査に関する法律施行令」第2条第1項）。
権泰股『前掲書』，174－175ページ。
王舜模「前掲論文」，103ページ。
「企業会計基準」第92条の2第1項によると，「会社が資産再評価法の規定により再評価をおこなった場合，
当該資産は本基準の他の規定にかかわらず，その再評価額をもって計上する」とされている。
1958年「資産再評価法」は強制再評価として，1962年「資産再評価特別措置法」は任意再評価としてそれ
ぞれ施行されたのであるが，これらの具体的内容については次の文献を参照されたい。
Lee，　Samuel　S．0．，‘‘Korean　Accounting　Revaluation　Laws”，　Vo1．　XL，　No．3，　JULY1965，　pp．622－625．
森田哲彌教授は戦後日本において実施された一連の資産再評価を，「…原価主義会計からの離脱を意味する
ものではあったが，それらは，そのあとに原価主義会計が継続されることを予定した一時的な措置であっ
た」とされているが，これと同様韓国における1958年及び1962年の資産再評価も，急激なインフレーショ
ンに対する一時的な措置であったと思われる。
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18）
19）
20）
21）
22）
23）
24）
25）
26）
27）
28）
29）
30）
31）
32）
33）
34）
35）
森田哲彌「原価主義会計の問題点」森田哲彌責任編集『イソフレーション会計』，黒澤清主編・体系近代会
計学皿，中央経済社，1982年，4ページ。
李海東，李成柱『要解企業会計基準』，新韓税務文化社（韓国），1990年，281ページ。
ここで「等」としたのは，再評価積立金の処分として本文中に掲げたものの他に，「外貨換算調整勘定（借
方）」が認められるからである。なお，1990年改正以前の「企業会計基準」において「外貨換算調整勘定（借
方）」は繰延資産としての計上が認められていたが，現行の「企業会計基準」においてはそれは廃止され，
現在ではほとんど存在しないので本論においてこの説明は省略するものとする。
「商法」において「再評価積立金」を資本準備金とする具体的規定は存在しないが，一般的に「再評価積立
金」は「商法」上の資本準備金に該当するものとして解釈され，配当可能利益の計算上も控除される。
孫珠墳『商法（上）』，博英社（韓国），1984年，616ページ。
李龍澤『実践会計学』，清研社（韓国），1960年，145ページ。
再評価を行う企業は，再評価日1日前までに大統領令の定める再評価着手報告書を（「資産再評価法」第14
条），また再評価日から90日以内に大統領令の定める再評価申告書に，貸借対照表，時価鑑定書，再評価額
および再評価差額に関する計算書とその附属書類を添付して政府に提出しなければならない（「資産再評価
法」第15条）。この後者の申告書が再評価審議会の諮問を経た結果，再評価額が決定される（「資産再評価法」
第17条）。
この｛例1｝は，李海東・李成柱『前掲書』，282ページおよび，朴鳳植『改訂増補版企業会計基準要解』，
韓国税務会計研究院（韓国），1985年，298－302ページを参考にして，筆者が作成したものである。
鄭守永『新会計学』，博英社（韓国），1991年，292ページ。
The　Companies　Act　1985，　Sch　4，　Part　2，　Sec　C．
The　Companies　Act　1985，　Sec　275（2）．
Johnson，　B　and　M．　Patient，　Accounting　ProviSins　of　the　Companies　Act　1985，　Farrington　Publishng，1985，　par．
5．03．
梁貴絃「韓国における会計制度の現状と問題点」r企業会計』第36巻第9号，1984年9月，110ページ。
姜一秀『新財務諸表論』，博英社（韓国），1975年，273ページ。
SFAC　No．2，‘‘Qualitative　Characteristics　of　Accountig　lnformation”，　FASB，　May　1980，　par．111；（平松一夫
・広瀬義州共訳『FASB財務会計の諸概念く改訂版〉』，中央経済社，1990年，113ページ）。
この点に関しては，次の文献にくわしい。
Henderson，　S　and　J．　GodWin，‘‘The　Case　Against　Asset　Revaluations”，　ABACUS，　Vo1．28，　No．1，1992，　p．
75－106．
趙益淳『新会計理論』，博英社（韓国），1982年，444ページ。
IAS　No．16，“Accounting　for　Property，　Plant　and　Equipment”，　IASC，　March　1982，　par．47；（日本公認会計
士協会訳「有形固定資産の会計」）。
具体的には「資産再評価法」第33条の再評価差額等に関する所得計算の特例が考えられる。
野本実「資本充実法及び資本組入法の改正について」『企業会計』第11巻第3号，1959年3月，’100－104ペ
ージ。
例えば固定資産が名目額をもって返済される他人資本を財源として調達された場合，このような固定資産の
再評価額は，債務者利潤の一部であるから利益剰余金として認識すべきであり，資本性を有するものとして
認識するには問題があるという見解も存在する。このような見解に基づいた場合，再評価積立金はもちろん
のこと，その資本金への組入れに際して生ずる一株未満の端数金額も，当然利益である。なお，このような
見解は，例えば以下のような論文に見受けられる。
青木脩「資産再評価と債務者利潤」r会計』第108巻第1号，1975年7月，49－50ページ。
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